
 

平成２７年度 国立大学法人横浜国立大学 年度計画 

 

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

（入学者受入れ方針と学位授与方針の明確化と教育課程編成等の充実） 

１－１－１ ＹＮＵイニシアティブ（教育目標）の達成に向けて、ルーブリック等

を活用した授業設計と成績評価ガイドラインを策定し教育課程編成・実施方針に反

映するとともに、ＧＰＡ制度の改善に繋げる。 

１－１－２ 理工系大学院が実施している渡日前入試でウェブ出願システムを導入

するなど、海外から出願しやすい環境整備を進め、引き続き入試の国際化を推進す

る。 

１－１－３ 神奈川県外出身者に対する広報を強化する観点から、県外で開催され

る進学相談会・説明会等への参加を増やすなど効果的な広報を推進する。 

１－１－４ 外国における日本語による中等教育実施状況等の調査を行い、学部渡

日前入試を実施する。 

（教育の質の保証） 

１－２－１ 授業設計と成績評価ガイドラインにおいて成績評価基準を明示して単

位制度を実質化するとともに、シラバスの改訂により学生の学修時間の確保を進め

る。 

（学士力の設定と学生の能力開発） 

２－１－１ 大学教育再生加速プログラムにおいて掲げる「学士力の可視化」と「就

業力の可視化」に取組むことにより「学生の主体的な学びのデザイン」の構築に着

手する。 

２－１－２ 附属図書館が実施するＹＮＵリテラシーを修得するための様々な講習

会を充実させるため、大学教育総合センターと協働し、授業との連携を強化する。 

（英語教育の充実） 

２－２－１ 学部横断型のＹＣＣＳ特別プログラムが開講する英語による授業科目

を多くの学生が履修できるよう教育課程を充実する。 

２－２－２ 附属図書館の英語教育教材（書籍やデータベース、視聴覚資料等）を

充実し、これらを活用した学修企画を実施する。 

（協働型の教育カリキュラムの拡充） 

２－３－１ 国内外でのインターンシップやフィールドワーク、ボランティア活動、

プロジェクトベース学習、アクティブ・ラーニング授業等を引き続き推進し、学生

の自律的な勉学意欲を高める。 

（異分野・学際領域教育の充実） 

２－４－１ 教養教育（共通教育）の改善や副専攻プログラムの充実に際し、異分

野・学際領域理解を促すカリキュラム整備を引き続き推進する。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

（英語教育等教養教育実施組織の充実） 

３－１－１ 第３期中期目標期間に向け、全学的学部組織改革に適合した教養教育

のあり方を継続して検討し、教養教育改革に着手する。 
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（副専攻プログラムの拡充） 

３－２－１ 既存の副専攻プログラムを充実するとともに、新たな副専攻「実践企

業成長教育プログラム」を設置する。 

（重点分野の教育課程の充実） 

３－３－１ 医工融合分野及び環境リスク分野等重点領域の教育課程の充実を引き

続き推進する。 

３－４－１ 学長が指名した構成員による検討組織を引き続き設置し、分野横断型

の理工系グローバルリーダーを養成する教育課程の制度設計を行う。 

（他大学、海外大学との連携強化） 

３－５－１ 海外の教育研究拠点と連携した海外留学を促進する教育プログラム

（グローバル副専攻や短期派遣等）を充実する。 

（教育内容と学位水準の国際化） 

３－６－１ 日本人学生が海外留学しやすい制度（４（＋２）学期制（以下「６学

期制」という）の導入、教育課程の見直し、授業開講方法の弾力化、卒業研究開始

要件の見直し、単位認定の方法や卒業要件への算入など）について検討し、制度設

計を行う。 

（教育の質の評価と改善） 

４－１－１ 大学教育再生加速プログラム事業において教学情報データの組織的共

有による教学ＩＲシステムを構築し、教育改善にかかるＰＤＣＡ体制を充実する。 

（履修登録等のウェブ化） 

５－１－１ 大学教育再生加速プログラム事業において、ＹＮＵ学生ポートフォリ

オに学生の学修行動への動機付けにつながるシステムを付加するとともに、平成２

８年度からのルーブリック導入に伴うウェブシラバスを改修する。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

（きめ細かな学習支援、就職支援） 

６－１－１ 留年実態や授業履修状況等の把握などにより個々の学生に対応した学

修支援体制を充実する。 

６－１－２ 就職活動スケジュールを念頭に、同窓会やキャリア・サポーター（学

生の就職活動支援ボランティア・サポーター）と連携し、学生のニーズと直近の採

用動向に基づいた就職相談を実施する。 

６－１－３ 産業界のニーズ把握・分析を行うとともに、就職活動スケジュールを

踏まえ、時期ごとに適した内容の就職支援行事を開催し、きめ細かな就職支援・進

路指導を行う。 

６－１－４ 学生表彰により、学術研究活動や社会活動等への取組に対する学生の

意識の底上げを引き続き行い、教育効果の向上につなげる。 

６－１－５ アクティブ・ラーニングを推進するため、大学院生をラーニングアド

バイザーとして附属図書館に引き続き配置し、主に学部学生の学修相談などの主体

的な学修支援を行う。 

６－１－６ 研究の倫理的基礎教育が求められているなかで、学部生・大学院生の

研究倫理・学習倫理を培うため、ワークショップなどを企画し、実施する。 

（学生生活支援の充実） 

６－２－１ 育英奨学財団等の新規拡大に取組む他、本学独自の経済的支援策を引

き続き充実させる。 

６－２－２ 学生センターにおいて、引き続き学生生活に必要な情報を提供すると

ともに、「目安箱」、「なんでも相談室」などにより学生のニーズをくみ取り、学生支
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援に反映させる。 

６－２－３ 障がいのある学生のための相談・支援体制について整備を進める。 

（メンタルヘルス・ケア等の推進） 

６－３－１ ハラスメントを防止し、心と体の健康を増進すべく、学生センター、

保健管理センター及び学部・大学院間の連携を強化し、全学的な学生相談体制を充

実させる。 

（留学生支援の充実） 

６－４－１ 大学の国際化に対応した英語による教育プログラム等の入試を推進す

る。 

６－４－２ 優秀な留学生を獲得するための教育プログラム開発と入試制度を推進

する。  

６－４－３ 英語による情報発信の充実、ウェブ出願の拡充などにより留学生受入

れを推進する。 

６－４－４ 外国人留学生奨学金等、本学独自の奨学金制度を引き続き実施する。 

（キャリアデザインの推進） 

７－１－１ キャリア教育事業と就職支援事業を一元的に捉えたキャリア支援体制

を充実する。 

７－１－２ 産業界ニーズ調査（平成２５年）、グローバル人材調査（平成２６年）

等を踏まえ、かつアクティブ・ラーニングを推進しつつ、学生の主体的な学びの実

現に向けてキャリア教育科目の再体系化、及び改善・充実する。 

７－１－３ キャリア教育講座、トップセミナー講演会の開催、キャリア相談や就

職相談、進路意識調査等を通じ、キャリアサポートを教職協働で充実させる。 

７－１－４ 学生が学修成果を把握でき、大学側がキャリア教育を継続的に改善で

きるよう、就業力アセスメントを定期的に実施し、就業力を定量的に可視化する仕

組みを構築する。 

７－１－５ 附属図書館において、キャリア教育に関する書籍やデータベース等を

充実する。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置  

（重点領域研究の推進） 

８－１－１ 重点研究領域（プロジェクト研究）を重点支援ＹＮＵ研究拠点として

位置づけ、システムの構築及び研究の支援を行う。 

８－１－２ 「ミッションの再定義」で示された本学が強みとする研究分野の世界的

研究拠点形成を目指した取組の支援をＵＲＡの活用により引き続き実施する。 

８－２－１ 第一級の外国人研究者受入れと産業界との連携による研究体制を強化

し、世界水準の研究・開発を支援する。 

８－２－２ 新たな価値創造に資する学問領域の創出を目指す分野横断型研究の推

進を支援する。 

（重点領域研究等に関する自己点検･評価・外部評価と研究成果の社会への公表の促

進） 

８－３－１ 高インパクトファクター論文誌への投稿ならびに投稿論文数増を実現

するための支援を引き続き行う。 

８－３－２ 重点領域研究等に関連する高インパクトファクター論文誌を附属図書

館で把握し、その整備を各部局に働きかける。 

８－３－３ 電子ジャーナルのニーズ評価について多角的な視点を導入し、購入の
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見直しを行う。 

８－３－４ 著作物、建築物などを含む基盤的研究成果に関して多面的評価を導入

し、全学体制で研究の独創性と質を確保して、社会への成果還元を推進する｡ 

（研究成果の基盤強化） 

８－４－１ 科学研究費補助金をはじめとする外部資金等の獲得を増加させるため、

ＵＲＡを活用して獲得のための分析を行い、申請支援等のインセンティブを高める

組織的な取組を引き続き行う。 

８－５－１ 直近５年間に本学に着任した理工系若手教員を対象に知的財産に関す

る説明会等を引き続き行い、発明に関する実務的な手続き（届出・権利化・活用ま

での一連の流れ）について理解を深めさせ、知的財産創造サイクルを一層充実させ

る。 

（産業界等との研究の推進） 

８－６－１ 本学が主体となり設立したかながわ産学公連携推進協議会に参画して

いる神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市の産学連携支援機関及び他大学のコーデ

ィネーターとの連携を更に強化し、地域企業への大学のシーズの普及と企業ニーズ

の発掘・課題解決に寄与する。 

 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

（優秀な研究人材確保のための方策） 

９－１－１ 全学的に推進すべき研究分野・領域等の支援を進めるため、人的資源

の効率的な活用を引き続き行う。 

（若手研究者育成支援の充実） 

９－２－１ 次世代を担う研究者（特に若手、女性、外国人）育成のための制度を

充実させ、教員のワーク・ライフ・バランスの推進、研究支援者の採用や研究設備

の整備等により、研究支援環境を引き続き充実する。 

（質の高い研究への重点支援） 

９－３－１ 引き続き、我が国や世界をリードする中心的な研究者（主幹的研究者）

の活動を支援するための方策を、全学及び各部局、研究分野ごとに行う。 

（多様なプロジェクト研究等の形成促進） 

９－５－１ 各部局において研究グループ形成を引き続き促進し、将来本学の研究

拠点となりうる研究分野をピックアップすることにより、ＹＮＵ研究拠点への登録

を引き続き推進する。 

（研究の質の向上を促進するシステム） 

９－７－１ 優秀研究者表彰の制度を見直し、研究者の研究力及び本学の研究力向

上を引き続き支援する。 

 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

（地域連携） 

１０－１－１ 神奈川県、横浜市等の周辺自治体を中心にした全国の地方自治体及

び地域企業等とも連携し、人類社会の課題及び地域の課題解決に向けた取組を実施

する。 

１０－１－２ ＹＮＵ校友会が多角的な大学支援組織となるよう連携し、卒業生・

学生・教職員のネットワークを強化する。 

１０－１－３ 県内図書館との相互協力（現物貸借）や、図書館協会を通じた地域

連携事業及び人材育成事業への参画を引き続き実施する。 
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（産学連携） 

１０－２－１  国、地方公共団体、学術機関との連携・情報交流を定期的に行うと

ともに、かながわ産学公連携推進協議会のコーディネーター連絡会を中核とした各

種研究会の実施、コーディネーター活動を通じた共同研究の推進を支援する。 

（社会貢献） 

１０－３－１ 市民ボランティアの附属図書館内での活動を引き続き実施するにあ

たり、受入れ人数を増加させるため、本学全体としてのボランティア受入れの枠組

みの中で、附属図書館を希望する者に向けた広報を行う。 

 

（２） 国際化に関する目標を達成するための措置 

（国際交流の促進と国際化推進組織整備）  

１１－１－１ 国際戦略推進機構のもと、第３期中期目標期間に向けた、より実践

的、独創的かつ実質的な国際戦略を策定する。 

１１－１－２ アジア諸国や中南米諸国をはじめとする基幹的交流協定大学と専門

性を活かした重点的交流など、全学的な国際交流を企画推進する。 

１１－１－３ 海外集中キャンプの本格実施に向け複数の候補大学で試行プログラ

ムを実施する等、海外の大学との連携による多様な交流プログラムを開発・実施し、

派遣留学生数を拡充する。 

１１－１－４ 学生の国際交流プログラム実施にあたり、日本学生支援機構（ＪＡ

ＳＳＯ）による海外留学支援制度（協定派遣・協定受入れ）短期研修・研究型プロ

グラムや科学技術振興機構（ＪＳＴ)のさくらサイエンスプラン等を積極的に活用す

るとともに、本学独自の支援制度を拡充する。また、プログラム実施に有益な情報

を積極的に収集し、全学で共有する。 

１１－１－５ 外国における日本語による中等教育実施状況等の調査を行い、学部

渡日前入試を実施する。 

１１－２－１ 海外での実践教育、交流協定大学との共同学位プログラム、副専攻

プログラムを積極的に推進する。 

１１－２－２ ベトナム・中国に設置した教育研究拠点を有効活用するとともに、

新たに欧米もしくは中南米に教育研究拠点を設置する。 

１１－２－３ ６学期制の実施に向けた学年暦を検討し、カリキュラム開発に取組

む。 

１１－３－１ 英語でのウェブページを充実するとともに、重要情報については、

英語のみならず中国語や韓国語での作成を推進する。また、大学案内リーフレット

の多言語化（英語、中国語、韓国語等）を引き続き行う。更に英語ウェブページの

スマートフォン対応を推進する。 

１１－３－２ 教職員の外国語能力向上のため研修を継続して実施するとともに、

研修内容を多様化する。また学生の国際交流活動や交流協定大学との連携活動と連

動した職員の海外派遣の機会を拡大する。 

１１－３－３ 先端科学高等研究院で招へいした外国人研究者を核として国際的な

研究活動を展開する。また、交流協定大学等と連携した国際シンポジウム・セミナ

ー等の開催を引き続き推進する。 

（国際ネットワークの促進）  

１１－４－１ 帰国留学生に対するフォローアップ教育事業等を推進する。帰国留

学生や現地で活躍する日本人同窓生による海外同窓会ネットワークをＹＮＵ校友会

と協力して整備し、海外教育研究拠点を活用して、優れた留学生の獲得、留学生の

就職支援などの活動を行う。 
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１１－４－２ 引き続き、海外同窓会を２カ所以上で開催するとともに、同窓生向

けのメールマガジンの内容を充実させる。 

１１－５－１ 国際教育シャトルベース事業で培ったノウハウを活かし、本学学生

の海外派遣（大学院学生の海外学会出席や研修を含む）への参加奨励を一層推進す

る。また、交流協定大学の学生をはじめ、短期間での受入れにも積極的に取組む。 

１１－５－２ 本学学生の海外留学を推進するため、インターナショナル・ウィー

クの開催等により、海外留学への意識を高めるための事業を実施する。 

１１－５－３ 学生の海外派遣を推進するため、語学力向上に向けた支援を行う。 

１１－５－４ ＹＣＣＳ特別プログラムのカリキュラムを整備し、運営を強化する。 

１１－６－１ 本学の提唱による国際コンソーシアムである国際みなとまち大学リ

ーグ（ＰＵＬ）の第９回国際セミナー（秋にブラジルで開催予定）を支援・参加す

るとともに、日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）等の支援を得て加盟大学間の学生交

流を推進する。 

１１－６－２ 国際協力機構（ＪＩＣＡ）、日本国際協力センター（ＪＩＣＥ）、

世界銀行や国連大学をはじめ国内外の国際機関との教育研究面での実質的な連携を

強化し、更に充実させる。 

  

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置 

（大学との共同研究機能を強化） 

１２－１－１ 実践を重視した教員養成カリキュラムと連動して、教育実習や教育

インターンなどの効果的・効率的な実施体制を維持する。また、「ミッションの再定

義」において地域密接型大学とされた国立大学の附属学校として、地域と教育課題

を共有しつつ、引き続き先進的な研究成果を発信するとともに、学部と各附属学校

間の危機管理を含む連携を推進する。 

（小中高連携教育の研究等の推進） 

１２－２－１ 鎌倉小中学校は、小学校・中学校９年間を見通す中で、大学と連携

しつつ、児童生徒の発達を踏まえたカリキュラムの検討を行う。 

１２－２－２ 鎌倉小中学校は、平成２４年度に認定された「ユネスコスクール」

の活動を継続して行い、持続発展教育（ＥＳＤ）を推進する。 

１２－２－３ 横浜中学校は、中高連携、あるいは高大連携を通して、生徒の学力

向上と教員の指導力向上に関する取組を引き続き実施する。 

（地域社会との連携強化）  

１２－３－１ 「ミッションの再定義」において地域密接型大学とされた国立大学

の附属学校として、地域の教育委員会との連携を強化し、教育課題の共有や人事交

流、教員研修などを通して、附属学校の地域における機能を強化する。 

１２－３－２ ＩＣＴの活用など先進的な教育実践に取組み、その成果を積極的に

地域や全国に発信する。 

１２－３－３ 地域の小学校、中学校の特別支援学級及び特別支援学校の研究会や

協議会に積極的に参加し、特別支援教育のセンター的機能を発信するとともに連携

を強化する。 

（学校運営の改善） 

１２－４－１ 自己評価や学校評価を通して、附属学校における教育活動や学校運

営の点検を行い、その課題を明らかにして、改善を行う。 
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Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（１）運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

１３－１－１ 新たな役員による体制の下、学長のリーダーシップによる戦略的大

学マネジメントを構築する。 

１３－１－２ 法務アドバイザーを引き続き配置し、大学運営の意思決定について、

法律的見地から意見を伺い、改善する。 

１３－１－３ 内部監査報告書における「検討すべき事項」について、その後の検

討及び改善状況のフォローアップを確実に実施することで、業務の合理的かつ効率

的な運営及び会計処理の適正化を推進する。 

１３－１－４ 組織改編に係る設置計画書の作成に関して、誤記載の再発防止に向

けたチェック体制を含む一連のマニュアルを策定し、実行する。 

１３－２－１ 「予算制度改革の基本的方向性について」の報告に基づき、教育研

究関連経費を優先的に確保の上、学長及び部局長等がリーダーシップを発揮するこ

とができるよう、中期計画推進経費の確実な確保や学内重点化競争的経費を拡充し、

戦略的かつ効果的に活用する。 

１３－３－１ ＹＮＵ改革戦略プロジェクトチームにおいて、全学的ＩＲ情報を活

用して、機動的な意思決定による、大学改革を推進する。 

 

（２）教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

１４－１－１ 本学の特徴を活かした、独自色の強い研究を拡大・発展させるため、

部局横断的な研究拠点体制の整備を引き続き進める。 

１４－２－１ 社会のニーズに対応し、かつ第３期中期目標期間において本学のミ

ッションを着実に実行するため、学部・研究科等の整備、見直しを行う。 

１４－３－１ 社会のニーズ及び本学のミッションに応える教育課程編成に向け、

学長のリーダーシップによる学内資源の再配分や最適化を踏まえた、新たな教育組

織の設置を準備する。 

１４－４－１ 全学教育研究組織について、引き続き定期的に点検・評価を行い、

必要に応じて見直しを行う。 

 

（３）人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

１５－１－１ 千葉大学及びお茶の水女子大学との三大学連携の枠組みを活かし、

各附属図書館における知識・経験・工夫の共有を通じて職員の資質・能力の向上に

努め、組織の活性化を行う。 

１５－１－２ 研修を充実すること等により、職員の資質・能力の向上に努め、Ｙ

ＮＵ職員としての自覚と誇りを持てる職員の育成を推進する。 

１５－２－１ 職場環境の整備等を通じ、女性、外国人等、多様な人材の受入れを

促進する。 

１５－４－１ 混合給与制の制度設計を行う。 

１５－４－２ 業績評価に基づく年俸制を推進する。 

                                             

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

１６－１－１ 新たな教育研究体制を見据えた合理的な事務体制の構築に向け、事

務体制の点検を行う。 

１７－１－１ 教員及び会計担当職員の負担軽減のため、経理手続きの見直し等を

行い、会計事務の効率化・合理化を進める。 
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Ⅲ．財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

１９－１－１ 外部資金等の獲得を推進するため、教職員への外部資金情報提供を

はじめとした各種の取組を引き続き行う。 

１９－１－２ ウェブサイト等で寄附金受入制度について引き続き積極的に情報発

信することで寄附金の受入れを促進し、教育研究関連経費を確保する。 

１９－２－１ ＹＮＵ研究拠点・産学連携に関するウェブサイトや産学連携パート

ナー・発掘ガイドを活用した産学官連携活動を充実させ大学のシーズの積極的発信

を行うとともに、大学と企業との連携を深める取組（企業ニーズに応じた弾力的な

共同研究等の制度設計、運用等）を進め、外部資金等の獲得を増加させる。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

２０－２－１ 契約方法・内容の見直し等により、管理的経費の抑制を進める。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

２１－１－１ 計画的かつ適切な資金運用を行うとともに資産の有効活用を進める。 

 

 

Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

２２－１－１ 第２期中期目標期間における教育・研究等状況を自己点検し、評価

結果を第３期中期目標期間の教育・研究等の高度化につなげる。 

２２－１－２ 大学機関別認証評価における自己評価及び評価結果を踏まえ、教育

の改善や高度化等に取組む。 

２２－２－１ 教員の個人業績評価を継続して実施し、教育研究等の活性化・高度

化につなげる。 

２２－３－１ 各部局において、第２期中期目標期間における教育・研究の状況を

自己点検し、評価結果を第３期中期目標期間の教育研究等の改善と高度化につなげ

る。 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

２３－１－１ 大学ポートレートによる本学の教育情報等の公開を促進する。 

２３－１－２ 教育研究活動データベースと学術情報リポジトリとの連携などによ

り、引き続き本学の研究成果を発信し、情報公開を推進する。 

２３－２－１ 本学のウェブサイト、広報誌、プレスリリースなどの対外的情報メ

ディアを通し、適時に、教育研究・社会貢献の成果・実情を社会に発信する。 

 

 

Ⅴ．その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置  

（１） 施設等の整備に関する具体的方策 

２４－１－１ 常盤台キャンパスマスタープランの基本方針に基づきアクションプ

ランを策定し、施設の計画的な整備、維持保全を推進する。 
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２４－２－１ 施設のバリアフリー点検調査を行い、エレベーター、多機能トイレ

等必要な対策を実施する。 

 

（２） 施設等の有効活用及び機能保全・維持管理に関する具体的方策 

２５－１－１ 老朽化した施設の機能改善を実施する。 

２５－１－２ ライフサイクルコストの考えに基づく計画的修繕により、施設の維

持保全を実施する。 

２５－２－１ 施設の点検調査を実施し、既存施設の活用を進める。 

２５－２－２ 附属図書館に大学院生のための研究用ブースを整備し、図書館機能

を充実させる。 

２５－３－１ エコキャンパス構築指針並びに同行動計画に基づき、環境負荷低減

施策を着実に実施する。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

２６－１－１ 労働安全衛生委員会及びマネジメント専門部会において、前年度安

全衛生計画の評価結果を踏まえて、年間安全衛生計画を作成し、各専門部会を中心

に計画に沿って安全衛生業務を実施する。 

２６－２－１ 安否確認システムを取り入れた全学防災・防火訓練を引き続き実施

するとともに、同システムの使用方法を定着させるための周知等に取組む。 

２６－２－２ 全学的に重要なデータについて、宇都宮大学との相互協力によるバ

ックアップ体制の維持・管理を引き続き行う。 

２６－３－１ 防犯・防災対策及び構内施設の安全対策のため、点検調査を行い、

必要な設備等の整備を行う。 

２７－１－１ 情報セキュリティ意識の強化に関する啓発活動を引き続き実施し、

全学の情報セキュリティ管理体制を強化する。 

２７－１－２ 情報セキュリティ環境及び管理体制を点検するための監査を引き続

き推進する。 

２７－１－３ ソフトウェアの適正な管理を目的とするソフトウェアライセンス調

査を引き続き実施する。 

 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

２８－１－１ 前年度の内部監査で指摘された毒劇物の適正な保管・管理を内部監

査の重要項目として位置づけ、毎年実地監査を行う。 

２８－１－２ 定期監査の他、会計検査院及び他大学の不正事例等の情報収集を行

い、必要に応じ定期監査項目の見直し及び不定期監査等を実施する。 

２８－１－３ 産学連携活動等により生じる利益相反について、引き続き大学とし

て主体的にマネジメントするため利益相反に関する調査を行い、法令遵守体制を強

化する。 

２８－１－４ 安全保障輸出管理に対する教員の意識向上のため、前年度に引き続

き、周知徹底を推進する。 

２８－２－１ 文部科学省「研究活動における不正行為への対応等に関するガイド

ライン」を踏まえ、不正行為防止に対する研究者の意識啓発について、周知徹底を

推進する。 

２８－２－２ 公的研究費等を適正に運営及び管理するため、教職員に e-ラーニン

グでのコンプライアンス教育を実施し、理解度の確認と誓約書の提出を求めること

や説明会を実施すること等により、更なる意識向上を促す。 
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２８－２－３ 教職員個人に交付された助成金等について、本学規則に基づき、教

職員が適切に寄附手続きを行うよう、引き続き啓発活動を行う。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積もりを含む。），収支計画及び資金計画 

 

      別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

 

 １ 短期借入金の限度額  ２１億円 

 

 ２ 想定される理由  運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と            

して借り入れることが想定されるため。       

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

 

１ 財産の譲渡に関する計画の予定はない。 

 

 ２ 担保に供する計画の予定はない。 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

決算において剰余金が発生した場合は、安全で安心な教育研究活動を推進するための基盤的整備・充実及

び戦略的な大学改革に必要となる業務運営の改善に充てる。 

 

 

Ⅹ その他 

 

 １ 施設・設備に関する計画 

 

施設・設備の内容 

 

予定額（百万円） 

 

財   源 

 

講義棟改修 

小規模改修 

チャレンジするアクティブ・ラーニング空間の

創出 

 

総額 

４７５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金（４３０） 

 

財務・経営センター施設費交付金   

（４５） 

（注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合い等 

を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 
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 ２ 人事に関する計画 

１．千葉大学及びお茶の水女子大学との三大学連携の枠組みを活かし、各附属図書館における知識・

経験・工夫の共有を通じて職員の資質・能力の向上に努め、組織の活性化を行う。 

２．研修を充実すること等により、職員の資質・能力の向上に努め、ＹＮＵ職員としての自覚と誇り

を持てる職員の育成を推進する。 

３．職場環境の整備等を通じ、女性、外国人等、多様な人材の受入れを促進する。 

４．混合給与制の制度設計を行う。 

５．業績評価に基づく年俸制を推進する。 

 

（参考）平成２７年度の常勤職員数 ９９０人 
また、任期付き職員数の見込みを ４７人とする。 
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（別紙）予算，収支計画及び資金計画 

 

１．予 算 

平成２７年度 予算 

 

                                   （単位：百万円）  

区 分 金 額       

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

   

    

      

      

      

      

      

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 施設整備資金貸付金償還時補助金 

 補助金等収入 

 国立大学財務・経営センター施設費交付金 

 自己収入 

  授業料及入学金検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 引当金取崩 

 長期借入金収入 

 貸付回収金 

 承継剰余金 

 旧法人承継積立金 

 目的積立金取崩 

 

計 

 

 

８，２１３ 

４３０ 

０ 

０ 

４１７ 

４５ 

５，７５２ 

５，６６２ 

０ 

０ 

９０ 

１，８０５ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

３５７ 

 

１７，０１９ 

 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 補助金等 

 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 貸付金 

 長期借入金償還金 

  

計 

 

 

 

１４，３２２ 

１４，３２２ 

０ 

４７５ 

０ 

４１７ 

１，８０５ 

０ 

０ 

 

１７，０１９ 

 

 

          [人件費の見積り]                                                                  

          期間中総額   １０，３６６百万円を支出する。（退職手当は除く） 
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２．収支計画 

平成２７年度 収支計画 

 

                                   （単位：百万円） 

区 分 金 額     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究費等 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  受託研究等収益 

  補助金等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返補助金等戻入 

    資産見返寄附金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

 

 

１６，９８５ 

１６，９８５ 

１５，６９５ 

３，２３５ 

０ 

１，１９６ 

９２ 

８，４９３ 

２，６７９ 

４７１ 

０ 

０ 

８１９ 

０ 

 

１６，９３８ 

１６，９３８ 

８，２０１ 

４，７８１ 

７４９ 

２２３ 

０ 

１，３６７ 

４０７ 

４２３ 

３ 

１３６ 

３８５ 

８６ 

１７７ 

０ 

０ 

△４７ 

４７ 

０ 
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３．資金計画 

平成２７年度 資金計画 

 

                                   （単位：百万円） 

区 分 金 額      

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及入学金検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

  補助金等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

 

 

２２，２０１ 

１５，９３１ 

４，１９９ 

０ 

２，０７１ 

 

２２，２０１ 

１５，７２３ 

７，７４９ 

５，６６２ 

０ 

１，３６７ 

４１７ 

４３８ 

９０ 

３，７１１ 

４７５ 

３，２３６ 

３ 

２，７６４ 
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（別表）学部の学科、研究科の専攻等 
  
 教育人間科学部 

 

 学校教育課程  ９２０人（うち教員養成に係る分野 ９２０人）  
 人間文化課程  ６００人 

 

 経済学部 

 

 

 経済システム学科    ４７４人 

 国際経済学科      ４７６人 

 

 経営学部 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 経営学科 

   昼間主コース       ３００人 

   夜間主コース       １２８人 

 会計・情報学科 

   昼間主コース         ２８０人 

 経営システム科学科 

   昼間主コース         ２６０人 

 国際経営学科 

   昼間主コース         ２６０人 

 

理工学部 

 
機械工学・材料系学科  ５６０人 
化学・生命系学科    ７００人 
建築都市・環境系学科  ６４０人 
数物・電子情報系学科 １０８０人 

 

 教育学研究科 
 

 教育実践専攻     ２００人（うち修士課程 ２００人） 

 
 国際社会科学府 

 

 

 

 
 経済学専攻        １０６人 

うち博士課程（前期）  ７６人 

                              博士課程（後期）  ３０人 

 経営学専攻        １３６人 

うち博士課程（前期） １００人 

                             博士課程（後期）  ３６人 
 国際経済法学専攻      ７４人 

うち博士課程（前期）  ５０人 

                              博士課程（後期）  ２４人 

 法曹実務専攻       １０５人 
（ うち専門職学位課程   １０５人 ） 
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 工学府 

 

 

 

 

 

 

 

 
 機能発現工学専攻     ２３４人 

うち博士課程（前期） １９８人 

                              博士課程（後期）  ３６人 

ｼｽﾃﾑ統合工学専攻   ２４１人 

うち博士課程（前期） ２０２人 

博士課程（後期）  ３９人 

 
物理情報工学専攻     ２９２人 

うち博士課程（前期） ２４４人 
                              博士課程（後期）  ４８人 

 
 
 環境情報学府 

 
 環境生命学専攻      １１６人 

うち博士課程（前期）  ８０人 

博士課程（後期）  ３６人 

 環境システム学専攻   １１０人 
うち博士課程（前期）  ８０人 

博士課程（後期）  ３０人 

情報ﾒﾃﾞｨｱ環境学専攻  １２６人                   
うち博士課程（前期）  ９０人 

博士課程（後期）  ３６人 

環境ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 ３７人          
うち博士課程（前期）  ２２人 

博士課程（後期）  １５人 

環境ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻   １０１人 
うち博士課程（前期）  ７４人 

博士課程（後期）  ２７人 

 
 
 都市イノベーション学府 

 

建築都市文化専攻   １３６人（うち博士課程（前期）１３６人） 
都市地域社会専攻    ７４人（うち博士課程（前期） ７４人） 
都市イノベーション専攻  ３６人（うち博士課程（後期） ３６人） 
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 附属鎌倉小学校 

 

 附属横浜小学校 

 

 附属鎌倉中学校 

 

 附属横浜中学校 

 

 附属特別支援学校小学部 

 

 附属特別支援学校中学部 

 

 附属特別支援学校高等部 

 

 ６６０人  学級数 １８                                 
 

 ７０５人  学級数 １８                                 
 

 ５２５人  学級数 １２                                      
 

 ４０５人  学級数  ９                                      
 

  １８人  学級数  ３                                      
 

  １８人  学級数  ３ 

 

  ２４人  学級数  ３ 
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